
平成18年３月期 個別財務諸表の概要    平成18年５月11日

上場会社名 　株式会社 京葉銀行 上場取引所 東京証券取引所

コード番号 　８５４４ (所属部) (市場第一部)

（ＵＲＬ http://www.keiyobank.co.jp/） 本社所在都道府県       千葉県

代表者   役職名 取締役頭取 中間配当制度の有無 有

  氏名 綿 貫  弘 一 単元株制度採用の有無 有（1単元 1,000株）

問合せ先責任者   役職名 常務取締役総合企画部長 ＴＥＬ(043)222-2121(大代表)

  氏名 小 島  信 夫 決算取締役会開催日 平成18年５月11日

配当支払開始予定日 平成18年６月30日 定時株主総会開催日 平成18年６月29日

１.平成18年３月期の業績 (平成17年４月１日～平成18年３月31日)
(１)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡

経 常 収 益（対前期増減率） 経 常 利 益（対前期増減率） 当期純利益 （対前期増減率）
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平 成 18年 ３ 月 期   ６８，０６０ ２１，９９９ １２，６９１
平 成 17年 ３ 月 期   ６６，０８６ ２０，６０５ １１，４６８

１株当たり 潜在株式調整後 株主資本 経常収支率 預金残高

当期純利益 １株当たり当期純利益 当期純利益率

  円 銭   円 銭 ％ ％ 百万円

平 成 18年 ３ 月 期 ５６ ５５     　８．６   　６７．７ ２,６６７,７００

平 成 17年 ３ 月 期 ６２ ６０     　８．５   　６８．８ ２,６３０,５３８

(注)１． 期中平均株式数 平成18年３月期 289,709,213株

平成17年３月期 287,830,003株

    ２． 会計処理の方法の変更  有

    ３． 経常収支率＝経常費用/経常収益×100

(２)配当状況

１株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 （年間） 配当率
円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

平 成 18年 ３ 月 期　　６ 　５０ 　　３ 　００ 　　３ 　５０ １,８８４ １４．９ １．３
平 成 17年 ３ 月 期　　５ 　５０ 　　２ 　５０ 　　３ 　００ １,５８６ １３．９ １．１

(３)財政状態

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり 単体自己資本比率

株主資本 （国内基準）
百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

平 成 18年 ３ 月 期 ２，９２３，４２２     １５０，４３６ ５．１ ５１８  ６６    １１．０６
平 成 17年 ３ 月 期 ２，８４８，７０３     １４３，８９８ ５．１ ４９７  １２    １０．３０

(注)１． 期末発行済株式数 平成18年３月期   289,914,944株

平成17年３月期   289,338,989株

    ２． 期末自己株式数 平成18年３月期     　940,772株
平成17年３月期     1,516,727株

２．平成19年３月期の業績予想 (平成18年４月１日～平成19年３月31日)

経常収益 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

中     間 期     末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 ３４，０００ １１，０００ ６，５００ 　　３ 　５０ 　　－ 　　－
通　　期 ６９，０００ ２２，５００ １３，０００ 　　－ 　　３ 　５０ 　　７ 　００

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) ４４円８４銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料

  発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性

  があります。

 (　 ３．０)

 (　 ３．３)

 (　 ６．８)

 ( ７０．６)

 (  １０．７)

 (  ９７．７)

４３

３９

４３

３９

[速報値]
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株式会社  京葉銀行

　第１００期末（平成18年３月31日現在）　貸借対照表

（単位：百万円）

科 目 金　　　　　　　額 科 目 金　　　　　　　額

77,320 2,667,700

現 金 27,887 当 座 預 金 45,198

預 け 金 49,432 普 通 預 金 1,154,145

4,435 貯 蓄 預 金 105,085

1,633 通 知 預 金 2,315

商 品 国 債 1,550 定 期 預 金 1,338,191

商 品 地 方 債 82 そ の 他 の 預 金 22,764

802,626 20,909

国 債 587,570 30,007

地 方 債 64,773 借 入 金 30,007

社 債 82,549 51

株 式 67,733 売 渡 外 国 為 替 16

1,956,242未 払 外 国 為 替 35

割 引 手 形 19,682 4,573

手 形 貸 付 72,511 未 決 済 為 替 借 0

証 書 貸 付 1,688,876未 払 法 人 税 等 830

当 座 貸 越 175,172 未 払 費 用 1,183

691 前 受 収 益 1,166

外 国 他 店 預 け 678 金 融 派 生 商 品 1

買 入 外 国 為 替 13 繰延ヘッジ利益 0

8,768 そ の 他 の 負 債 1,393

前 払 費 用 0 1,186

未 収 収 益 3,304 14,230

金 融 派 生 商 品 1 6,525

繰延ヘッジ損失 0 27,799

そ の 他 の 資 産 5,462 2,772,985

45,023

土 地 建 物 動 産 41,108 49,759

建 設 仮 払 金 997 39,709

保 証 金 権 利 金 2,916 資 本 準 備 金 39,704

25,493 その他資本剰余金 5

27,799 5

△ 26,611 47,131

利 益 準 備 金 10,055

任 意 積 立 金 24,350

630

23,720

当期未処分利益 12,726

12,691

5,373

8,859

△ 396

150,436

2,923,422 2,923,422

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

資 産 の 部 合 計

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

資 本 金

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

負債及び資本の部合計

資 本 の 部 合 計

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

土 地 再評 価差 額金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

預 金

負 債 の 部 合 計

（ 資 本 の 部 ）

そ の 他 負 債

外 国 為 替

借 用 金

譲 渡 性 預 金

支 払 承 諾

再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

自己株式処分差益

退職 給与 基金

別 途 積 立 金

当 期 純 利 益
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株式会社  京葉銀行

(注) 1． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2． 商品有価証券の評価は、時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)により行っております。

3． 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、子会社等株式及び関連法人等株

式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法

(売却原価は主として移動平均法により算定)、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っ

ております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

4． デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

5． 動産不動産の減価償却は､定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く｡）については定額法）

を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建  物 ３年～５０年

動  産 ３年～２０年

6． 自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

7． 外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

8． 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以下、｢破綻先｣という。)に係る債権及びそれと同等の状況に

ある債務者(以下、｢実質破綻先｣という。)に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額か

ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の

状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上

しております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査

定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と

認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は48,950百万円であります。

9． 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上し

ております。

10． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を

計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

過去勤務債務     その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（13年）による定額法により

損益処理

数理計算上の差異   各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（13年)による定率法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期から損益処理

11． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準

じた会計処理によっております。

12． 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するへッジ会計の方法は､「銀行業における外貨建取引等の会計処理に

関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっており

ます。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引

及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相

当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。

13． 消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動産に係る控

除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。

14． 取締役及び監査役に対する金銭債権総額  4,950百万円

15． 子会社の株式総額  90百万円

16． 子会社に対する金銭債務総額  1,072百万円

なお、上記15.　16.　の子会社は、銀行法第２条８項に規定する子会社であります。

17． 動産不動産の減価償却累計額 38,650百万円

18． 動産不動産の圧縮記帳額 2,100百万円

19． 貸借対照表に計上した動産不動産のほか、車輌等については、リース契約により使用しております。
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株式会社  京葉銀行

20． 貸出金のうち、破綻先債権額は6,494百万円、延滞債権額は52,146百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又

は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸

出金」という。）のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第

４号に規定する事由が生じている貸出金であります。また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

21． 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は678百万円であります。

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び

延滞債権に該当しないものであります。

22． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は19,255百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返

済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当

しないものであります。

23． 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は78,575百万円であります。

なお、20.から23.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

24． ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づいて、原債務者

に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、貸借対照表計上額は、2,454百万円であります。

25． 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買

入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は19,853百万円で

あります。

26． 担保に供している資産は次のとおりであります｡

担保に供している資産

有価証券 31,322百万円

担保資産に対応する債務

預金  3,374百万円

借用金 30,000百万円

  上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券110,590百万円及びその他の資産

90百万円を差し入れております。

27． 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額について

は、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地

再評価差額金」として資本の部に計上しております。

再評価を行った年月日    平成10年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法         土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119

        号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に

        規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する

        ために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づい

        て、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の

合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 16,335百万円

28． １株当たりの純資産額 518円65銭

29． 旧商法施行規則第124条第３号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額は、8,850百万円であります。

30． 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、｢国債｣｢地方債｣｢社債｣｢株式｣｢その他の

証券｣のほか、｢商品有価証券｣が含まれております。

売買目的有価証券

    貸借対照表計上額 1,633百万円

    当期の損益に含まれた評価差額 △15百万円
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株式会社  京葉銀行

満期保有目的の債券で時価のあるもの

      貸借対照表計上額 時価       差 額   うち益  うち損

国    債           50,116百万円 51,180百万円    1,063百万円  1,180百万円   116百万円

社    債           16,87216,759    △112    183  296

合計            66,98867,939      951  1,364  412

その他有価証券で時価のあるもの

取得原価   貸借対照表計上額 評価差額    うち益  うち損

株 式   40,592百万円        66,436百万円   25,844百万円 25,938百万円      93百万円

債 券  678,474      667,505△10,969  1,894 12,863

  国    債  547,738      537,453△10,284    728 11,012

  地 方 債   65,161       64,773△   387    497    885

  社    債   65,574       65,277△   296    668    965

合 計  719,066      733,942  14,875 27,832 12,957

なお、上記の評価差額から繰延税金負債6,015百万円を差し引いた額8,859百万円を､｢その他有価証券評価差額金｣に計上して

おります。

31． 当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

   売却額   売却益 　 売却損 

103,571百万円 4,308百万円 207百万円

32． 時価のない有価証券の内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

内容 貸借対照表計上額

満期保有目的の債券

非上場国内事業債 400百万円

子会社等株式

子会社等株式 94百万円

その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,202百万円

33． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。

  １年以内    １年超５年以内    ５年超10年以内 10年超

債 券    7,577百万円 174,461百万円 447,610百万円 105,244百万円

  国    債      643 107,655 391,502  87,769

  地 方 債    3,049 35,263 26,460      －

  社    債    3,885 31,542 29,646  17,474

合 計    7,577 174,461 447,610 105,244

34． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定され

た条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未

実行残高は、533,005百万円であります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来の

キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他

相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付け

られております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定め

ている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

35． 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号平成15年10月31日）を当期から適用

しております。これにより税引前当期純利益は194百万円減少しております。

なお、銀行業においては、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に基づき減価償却累計額を直接控除により表示し

ているため、減損損失累計額につきましては、各資産の金額から直接控除しております。
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株式会社  京葉銀行

　       第１００期 損益計算書

（単位：百万円）

金　　　　　　　　　　　額

68,060

53,021

貸 出 金 利 息 42,575

有価証券利息配当金 10,243

コールローン利息 170

預 け 金 利 息 0

その他の受入利息 32

9,750

受 入 為 替 手 数 料 2,919

その他の役務収益 6,830

604

外 国 為 替 売 買 益 427

国債等債券売却益 177

4,684

株 式 等 売 却 益 4,131

その他の経常収益 552

46,061

783

預 金 利 息 749

譲 渡 性 預 金 利 息 3

コールマネー利息 0

債券貸借取引支払利息 0

借 用 金 利 息 1

その他の支払利息 28

3,419

支 払 為 替 手 数 料 647

その他の役務費用 2,771

191

商品有価証券売買損 16

国債等債券売却損 174

32,870

8,796

貸倒引当金繰入額 7,365

株 式 等 売 却 損 33

株 式 等 償 却 7

その他の経常費用 1,390

21,999

平成17年４月 1日から
平成18年３月31日まで

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

経 常 利 益

科 目

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用
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株式会社  京葉銀行

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

11

償 却 債 権 取 立 益 11

372

動 産 不 動 産 処 分 損 177

減 損 損 失 194

21,638

835

8,112

12,691

1,031

△ 127

869

12,726

(注)  1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 2．子会社との取引による収益総額     9百万円

    子会社との取引による費用総額 2,164百万円

    なお、本項の子会社は、銀行法第２条第８項に規定する子会社であります。

 3．1株当たり当期純利益金額　　　　　　　　43円56銭

 4．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額　43円55銭

 5. 当行は、千葉県内の営業用土地等２件の動産不動産について減損損失を計上しております。

　　これらの営業用土地等は使用範囲又は方法の変更により、資産グループの帳簿価額を回収可能額まで減額し、

　　当該減少額194百万円(土地188百万円、建物５百万円、動産０百万円）を減損損失として特別損失に計上して

　　おります。

　　当行の資産のグルーピングは、営業用店舗については管理会計上の最小区分である営業店単位で、遊休資産

　　については各資産単位で行っております。また、本部・本店、事務センター、研修所、寮・社宅等について

　　は共用資産としております。

　　回収可能額は正味売却価額により測定しており、資産の重要性を勘案し、主として路線価を基にした評価額
　　から処分費用見込額を控除して算定しております。

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

土地再評価差額金取崩額
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株式会社  京葉銀行

（単位：円）

金 額

１２，７２６，００９，８１４

１２，７２６，００９，８１４

１１，５８４，７０２，３０４

１，０１４，７０２，３０４

７０，０００，０００

取 締 役 賞 与 金 ６３，０００，０００

監 査 役 賞 与 金 ７，０００，０００

１０，５００，０００，０００

別 途 積 立 金 １０，５００，０００，０００

１，１４１，３０７，５１０

 第 １００ 期 利 益 処 分 計 算 書 案

役 員 賞 与 金

任 意 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

科 目

当 期 未 処 分 利 益

計

利 益 処 分 額

配当金(１株につき３円５０銭)
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株式会社  京葉銀行

（単位：百万円）

科　　　　目 平成17年度末 平成16年度末 比    較

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金  77,320  97,856 △ 20,536 
コ ー ル ロ ー ン  4,435  4,501 △ 66 
商 品 有 価 証 券  1,633  1,835 △ 202 
有 価 証 券  802,626  734,053  68,573 
貸 出 金  1,956,242  1,920,481  35,761 
外 国 為 替  691  1,341 △ 650 
そ の 他 資 産  8,768  7,604  1,164 
動 産 不 動 産  45,023  44,145  877 
繰 延 税 金 資 産  25,493  31,671 △ 6,178 
支 払 承 諾 見 返  27,799  32,408 △ 4,608 
貸 倒 引 当 金 △ 26,611 △ 27,195  583 
資 産 の 部 合 計  2,923,422  2,848,703  74,718 

（ 負 債 の 部 ）

預 金  2,667,700  2,630,538  37,162 
譲 渡 性 預 金  20,909  17,011  3,898 
借 用 金  30,007  8  29,999 
外 国 為 替  51  70 △ 18 
そ の 他 負 債  4,573  4,219  354 
賞 与 引 当 金  1,186  1,107  79 
退 職 給 付 引 当 金  14,230  14,715 △ 485 
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  6,525  4,725  1,800 
支 払 承 諾  27,799  32,408 △ 4,608 
負 債 の 部 合 計  2,772,985  2,704,805  68,180 

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金  49,759  49,759  - 
資 本 剰 余 金  39,709  39,706  3 

 39,704  39,704  - 
 5  1  3 

利 益 剰 余 金  47,131  36,367  10,763 
 10,055  10,055  - 
 24,350  14,850  9,500 
 12,726  11,462  1,263 

土 地 再 評 価 差 額 金  5,373  6,959 △ 1,586 
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  8,859  11,580 △ 2,720 
自 己 株 式 △ 396 △ 475  78 
資 本 の 部 合 計  150,436  143,898  6,538 
負 債 及 び 資 本 の 部 合 計  2,923,422  2,848,703  74,718 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 比較貸借対照表（主要内訳）

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

そ の 他 資 本 剰 余 金
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株式会社  京葉銀行

（単位：百万円）

科　　　目 平成17年度 平成16年度 比    較

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

経 常 収 益  68,060  66,086  1,973

 53,021  53,297 △ 275

( う ち 貸 出 金 利 息 ) (  42,575) (  43,825) ( △ 1,249)
(う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ) (  10,243) (  9,375) (  867)

役 務 取 引 等 収 益  9,750  8,012  1,737

そ の 他 業 務 収 益  604  2,396 △ 1,792

そ の 他 経 常 収 益  4,684  2,380  2,304

経 常 費 用  46,061  45,481  579

 783  853 △ 69

( う ち 預 金 利 息 ) (  749) (  829) ( △ 79)

役 務 取 引 等 費 用  3,419  3,377  41

そ の 他 業 務 費 用  191  1,293 △ 1,101

 32,870  32,988 △ 118

そ の 他 経 常 費 用  8,796  6,969  1,827

経 常 利 益  21,999  20,605  1,393

特 別 利 益  11  1  9

特 別 損 失  372  1,103 △ 730

税 引 前 当 期 純 利 益  21,638  19,504  2,134

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税  835  262  572

法 人 税 等 調 整 額  8,112  7,773  338

当 期 純 利 益  12,691  11,468  1,222

前 期 繰 越 利 益  1,031  735  296

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 △ 127 △ 21 △ 105

中 間 配 当 額  869  718  150

当 期 未 処 分 利 益  12,726  11,462  1,263

( 参 考 ) コ ア 業 務 純 益  26,112  25,870  241

　(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

比較損益計算書（主要内訳）

営 業 経 費

資 金 調 達 費 用

資 金 運 用 収 益
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株式会社  京葉銀行

（単位：百万円）

平成17年度 平成16年度 比    較

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

 12,726 11,462 1,263

 12,726 11,462 1,263

 11,584 10,431 1,153

 1,014  868  146

 70  63  7

取 締 役 賞 与 金  63  57  6

監 査 役 賞 与 金  7  6  1

 10,500 9,500  1,000

別 途 積 立 金  10,500 9,500  1,000

 1,141  1,031  109

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

(１株につき３円50銭) (１株につき３円00銭) (１株につき50銭) 

当 期 未 処 分 利 益

計

利 益 処 分 額

配 当 金

比較利益処分計算書案

役 員 賞 与 金

任 意 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

科 目
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株式会社  京葉銀行

リース取引関係

     ＥＤＩＮＥＴにより開示を行なうため記載を省略しております。

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

     該当ありません。

税効果会計関係

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

   繰延税金資産    繰延税金資産

     貸倒引当金損金算入限度超過額         23,525百万円      貸倒引当金損金算入限度超過額         29,198百万円

     退職給付引当金損金算入限度超過額      5,754百万円      退職給付引当金損金算入限度超過額      5,815百万円

     減価償却算入限度超過額                1,249百万円      減価償却算入限度超過額                1,114百万円

     賞与引当金損金算入限度超過額            479百万円      賞与引当金損金算入限度超過額            447百万円

     その他                                661百万円      その他                                2,958百万円

   繰延税金資産小計                      31,670百万円    繰延税金資産小計                      39,534百万円

   評価性引当額                          △161百万円    評価性引当額                          △ - 百万円

   繰延税金資産合計                      31,508百万円    繰延税金資産合計                      39,534百万円

   繰延税金負債                                 繰延税金負債                              

     その他有価証券評価差額金  △6,015百万円      その他有価証券評価差額金  △7,863百万円

   繰延税金負債合計                       △6,015百万円    繰延税金負債合計                       △7,863百万円

   繰延税金資産の純額                    25,493百万円    繰延税金資産の純額                    31,671百万円

至 平成18年３月31日 至 平成17年３月31日

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度

自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日

自 平成 17年４月１日 自 平成 16年４月１日
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　 株式会社　京葉銀行

１．代表者の異動

（１） 新任予定代表取締役（平成１８年６月２９日付）

専務取締役　　  　小 島　信 夫（ 現　常務取締役 ）

（２） 退任予定代表取締役（平成１８年６月２９日付）

専務取締役　　　　保 坂　　清 （ 顧問に就任予定 ）

２．その他役員の異動

（１） 昇格予定取締役（平成１８年６月２９日付）

常務取締役  　　　山 口　幹 夫（ 現　取締役監査部長 ）

常務取締役  　　　藤 坂　政 美（ 現　取締役営業企画部長 ）

（２） 新任取締役候補者（平成１８年６月２９日付）

取 締 役　　　　　渡 部　茂 樹（ 現　船橋支店長 ）　　　

取 締 役　　　　　佐久間 武 彦（ 現　融資第一部長 ）　　　

取 締 役　　　　　福 田　紀 夫（ 現　本町支店長 ）　　　

（３） 新任監査役候補者（平成１８年６月２９日付）

非常勤監査役　  　小 野　　功 （ 現　㈱日立製作所 特命顧問
(社外監査役)　　　　　　　　　　 ６月２２日付日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱
　　　　　　　　　　　　　　　　 代表執行役　執行役社長に就任予定 ）

（４） 退任予定取締役（平成１８年６月２９日付）

常務取締役　  　　須 藤　一 夫（ ㈱富士見ビル 　代表取締役会長に
　 　　　　　　　　　　　　　　　就任予定 )
　
常務取締役　  　　山 田　英 雄（ ㈱京葉銀カ－ド 代表取締役社長に
　 　　　　　　　　　　　　　　　就任予定 )

　　　以　上

役 員 の 異 動
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　 株式会社　京葉銀行

わたなべ  しげき

氏　　名 渡 部　茂 樹　（ 昭和３０年１０月２４日生　５０才 )

学　　歴 明治大学商学部　（ 昭和５３年３月卒業 )

職　　歴 昭和５３年５月入行

秘書室秘書役、秘書室長、高根支店兼古和釜支店長、

八街支店長を経て現在、船橋支店長

さくま   　たけひこ

氏　　名 佐久間　武 彦 （ 昭和３１年１月１５日生　５０才 )

学　　歴 法政大学経営学部　（ 昭和５３年３月卒業 )

職　　歴 昭和５３年５月入行

融資第一部融資企画課長、栄支店長、西千葉支店長、

北方支店長、木更津支店長を経て現在、融資第一部長

ふくだ 　 としお

氏　　名 福 田　紀 夫　（ 昭和２７年５月１３日生　５３才 )

学　　歴 学習院大学法学部　（ 昭和５３年３月卒業 )

職　　歴 昭和５３年５月入行

国分支店長、稲毛海岸支店長、馬込沢支店長、本八幡支店長

柏支店長を経て現在、本町支店長

新任取締役候補者略歴
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　 株式会社　京葉銀行

お の　　いさお

氏　　名 小野　　功　（ 昭和１９年５月２３日生　６１才 )

学　　歴 東京工業大学理工学部　（ 昭和４３年３月卒業 )

職　　歴 昭和４３年４月　株式会社日立製作所入社

公共情報本部学術情報ｼｽﾃﾑ部長、公共情報事業部次長 兼 医療情報

ｼｽﾃﾑ本部長、情報ｼｽﾃﾑ事業部金融ｼｽﾃﾑ本部長、情報ｼｽﾃﾑ事業部次長

兼 金融ｼｽﾃﾑ本部長、情報ｼｽﾃﾑ事業部長

平成１１年６月　理事就任

金融・流通ｼｽﾃﾑｸﾞﾙｰﾌﾟ長＆CEO、金融・流通ｼｽﾃﾑｸﾞﾙｰﾌﾟ長＆CEO 兼 

産業ｼｽﾃﾑｸﾞﾙｰﾌﾟ長＆CEO、ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ長＆CEO

平成１３年６月　上席常務就任

情報・通信ｸﾞﾙｰﾌﾟ統括本部長 兼 ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ長＆CEO、

情報事業統括本部長 兼 情報・通信ｸﾞﾙｰﾌﾟ長＆CEO

平成１４年６月　専務取締役就任

平成１５年４月　情報事業統括本部長

平成１５年６月　執行役専務就任

平成１６年４月　代表執行役　執行役副社長就任

平成１８年４月　特命顧問就任

平成１８年６月　日立ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社

　　　　　　　　代表執行役　執行役社長に就任予定

新任監査役候補者略歴
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株式会社 京葉銀行

Ⅰ．平成18年３月期決算の概況
　１．損益状況

【単体】 （単位：百万円）

1  58,981  798  58,182

2  58,979  889  58,089

3  58,469  1,356  57,113

4  58,467  1,446  57,020

資 金 利 益 5  52,164 △ 228  52,393

役 務 取 引 等 利 益 6  6,319  1,697  4,622

そ の 他 業 務 利 益 7 △ 14 △ 112  98

8  512 △ 557  1,069

9  512 △ 557  1,069

資 金 利 益 10  72  21  51

役 務 取 引 等 利 益 11  11 △ 1  12

そ の 他 業 務 利 益 12  427 △ 577  1,005

13  32,866  647  32,219

14  15,760  119  15,640

15  15,144  533  14,611

16  1,961 △ 5  1,967

17  26,115  151  25,963

18  26,112  241  25,870

19  486  3,544 △ 3,057

20  25,629 △ 3,392  29,021

21  2 △ 90  93

22 △ 3,629  4,786 △ 8,416

23  6,937 △ 1,917  8,855

貸 出 金 償 却 24  - △ 5  5

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 25  6,878 △ 1,918  8,797

貸 出 債 権 流 動 化 ・ 売 却 損 26  58  42  16

そ の 他 の 与 信 関 係 費 用 27  - △ 36  36

28  7,423  1,626  5,797

29  4,090  2,786  1,304

株 式 等 売 却 益 30  4,131  2,576  1,554

株 式 等 売 却 損 31  33 △ 132  166

株 式 等 償 却 32  7 △ 76  83

33 △ 783  82 △ 865

34  21,999  1,393  20,605

35 △ 361  740 △ 1,101

36 △ 177 △ 30 △ 146

動 産 不 動 産 処 分 益 37  -  -  -

動 産 不 動 産 処 分 損 38  177  30  146

39  194  194  -

40  - △ 924  924

41  11  40 △ 29

42  21,638  2,134  19,504

43  835  572  262

44  8,112  338  7,773

45  12,691  1,222  11,468

業 務 粗 利 益

(除 く 国 債 等 債 券 損 益 )

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

業務純益(一般貸倒引当金繰入前)

税 金

物 件 費

人 件 費

(う ち 国 債 等 債 券 損 益 )

業 務 純 益

(除 く 国 債 等 債 券 損 益 )

株 式 等 関 係 損 益

( 貸 倒 償 却 引 当 費 用 ① ＋ ②)

② 不 良 債 権 処 理 額

臨 時 損 益

退職給付会計導入変更時差異償却

そ の 他 の 特 別 損 益

減 損 損 失

そ の 他 臨 時 損 益

経 常 利 益

特 別 損 益

動 産 不 動 産 処 分 損 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

平成17年３月期

国 内 業 務 粗 利 益

国 際 業 務 粗 利 益

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）

平成17年３月期比
平成18年３月期項             目NO

(除 く 国 債 等 債 券 損 益 )

(除 く 国 債 等 債 券 損 益 )
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【連結】
<連結損益計算書ベース> （単位：百万円）

1  59,333  922  58,410
資 金 利 益 2  52,619 △ 156  52,775
役 務 取 引 等 利 益 3  6,684  1,722  4,961
そ の 他 業 務 利 益 4  30 △ 643  673

5  32,536 △ 322  32,858
6  7,875  1,737  6,138

貸 出 金 償 却 7  175 △ 34  210
個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 8  7,124 △ 1,853  8,978
一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 9  456  3,535 △ 3,079
貸 出 債 権 流 動 化 ・ 売 却 損 10  118  90  27
そ の 他 の 与 信 関 係 費 用 11  0 △ 0  0

12  4,117  2,812  1,304
13 △ 795 △ 751 △ 44
14  22,242  1,569  20,673
15 △ 351  709 △ 1,061
16  21,890  2,278  19,611
17  976  634  341
18  8,069  281  7,788
19  82  192 △ 110

20  12,761  1,170  11,591

(注)連結粗利益＝(資金運用収益－資金調達費用)＋(役務取引等収益－役務取引等費用)
                                ＋（その他業務収益－その他業務費用）

(連結対象会社数） （社）
6 － 6
－ － －

平成17年３月期項             目NO

（ △ は 少 数 株 主 損 失 ）

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

平成17年３月期比
平成18年３月期

法 人 税 等 調 整 額

連 結 粗 利 益

営 業 経 費

貸 倒 償 却 引 当 費 用

株 式 等 関 係 損 益

そ の 他

当 期 純 利 益

連 結 子 会 社 数
持 分 法 適 用 会 社 数

経 常 利 益

特 別 損 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

少 数 株 主 利 益
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２.業務純益 《単体》

(単位:百万円）

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）  26,115  151 25,963

職 員 1 人 当 り（千円）  14,655  490 14,164

業  務  純  益  25,629 △ 3,392 29,021

職 員 1 人 当 り（千円）  14,382 △ 1,450 15,832

（注）職員数は、期中平均人員（出向者、臨時雇員及び嘱託を除く）を使用しております。

<参考> (単位：人）

末　　　　残 1,718 △ 61 1,779

平　　　　残 1,782 △ 51 1,833

３.利鞘《単体》

 (国内業務部門分) （単位:％）

資 金 運 用 利 回        1.91 △ 0.05 1.96

貸 出 金 利 回      2.16 △ 0.07 2.23

有 価 証 券 利 回  1.35 △ 0.02 1.37

資 金 調 達 原 価        1.24  - 1.24

預 金 等 原 価       1.24  - 1.24

預金等利回  0.02  - 0.02

経　費　率  1.22  0.01 1.21

預 貸 金 利 鞘       ②－④  0.92 △ 0.07 0.99

総 資 金 利 鞘       ①－③  0.67 △ 0.05 0.72

４.有価証券関係損益《単体》

（単位:百万円）

国 債 等 債 券 損 益  2 △ 90  93

売  却  益  177 △ 1,208  1,386

償  還  益  -  -  -

売  却  損  174 △ 1,118  1,293

償  還  損  -  -  -

償      却  -  -  -

（単位:百万円）

株 式 等 損 益  4,090  2,786  1,304

売  却  益  4,131  2,576  1,554

売  却  損  33 △ 132  166

償      却  7 △ 76  83

平成18年３月期
平成17年３月期比

平成17年３月期

平成18年３月期
平成17年３月期比

平成17年３月期

平成17年３月期
平成17年３月期比

平成17年３月期比
平成17年３月期

平成17年３月期比
平成17年３月期

平成18年３月期

<職　　　員　　　数>

平成18年３月期

平成18年３月期

①

②

③

④
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５．自己資本比率（国内基準）

《単体》 （単位：百万円）

平成18年３月末

[ 速報値 ]

自   己   資   本   比   率 11.06%  0.40%  0.76% 10.66% 10.30%

Ｔ  ｉ  ｅ  ｒ  Ⅰ       ① 135,119  6,740  10,691 128,378 124,427

Ｔ  ｉ  ｅ  ｒ  Ⅱ       ② 13,760  85  134 13,675 13,625

う ち 自己資本に計上された   

      土地再評価差額金 5,354  -  96 5,354 5,257

う ち 劣 後 ロ ー ン残高 -  -  - - -

控    除    項    目     ③ 101  -  - 101 101

（他の金融機関の資本調達手段の  

  意図的な保有相当額）  

自  己  資 本        ①＋②－③ 148,778  6,825  10,825 141,952 137,952

リ  ス  ク  ・  ア  セ  ッ  ト 1,345,101 13,640  6,173 1,331,4611,338,927

《連結》 （単位：百万円）

平成18年３月末

[ 速報値 ]

自   己   資   本   比   率 11.17%  0.41%  0.78% 10.76% 10.39%

Ｔ  ｉ  ｅ  ｒ  Ⅰ       ① 136,762  6,805  10,883 129,956 125,879

Ｔ  ｉ  ｅ  ｒ  Ⅱ       ② 13,770  86  132 13,684 13,637

う ち 自己資本に計上された   

      土地再評価差額金 5,354  -  96 5,354 5,257

う ち 劣 後 ロ ー ン残高 -  -  - - -

控    除    項    目     ③ 101  -  - 101 101

（他の金融機関の資本調達手段の  

  意図的な保有相当額）  

自  己  資 本        ①＋②－③ 150,431  6,891  11,015 143,539 139,415

リ  ス  ク  ・  ア  セ  ッ  ト 1,346,604 13,797  5,802 1,332,8071,340,801

平成17年９月末比 平成17年３月末比
平成17年９月末 平成17年３月末

平成17年９月末比 平成17年３月末比
平成17年９月末 平成17年３月末
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６．ＲＯＥ《単体》
（単位：％）

 18.73 △ 1.64  20.37
 9.10  0.07  9.03

７．ＲＯＡ《単体》
（単位：％）

 0.91 △ 0.01  0.92
0.44 0.03 0.41

８．ＯＨＲ《単体》
（単位：％）

  Ｏ Ｈ Ｒ （経費対粗利益率） （注）  55.72  0.35  55.37

経     費
業  務  粗  利  益

（注）

（注２）

×１００

×１００

総資産期中平残（除く支払承諾見返）
 コ　ア　業  務  純  益  

×１００

×１００
当  期  純  利  益 

総資産期中平残（除く支払承諾見返）

平成17年３月期

平成17年３月期

平成18年３月期
平成17年３月期比

平成17年３月期

資 本 の 部 期 中 平 残
 コ　ア　業  務  純  益  

×１００

資 本 の 部 期 中 平 残
当  期  純  利  益 

平成18年３月期
平成17年３月期比

(注１)

(注２)

（注１）

Ｒ   Ｏ   Ｅ
平成17年３月期比（株主資本利益率）

Ｒ   Ｏ   Ａ
（総資産利益率）

コア業務純益ベース（注１）

当期純利益  ベース（注２）

当期純利益  ベース（注２）

平成18年３月期

コア業務純益ベース（注１）
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Ⅱ．貸出金等の状況

　１．リスク管理債権及び保全等の状況 ○部分直接償却       ：平成12年３月期より実施

○未収利息不計上基準 ：自己査定に基づく債務者区分による

《単体》 （単位：百万円）

　　破綻先債権額              6,494 △ 4,920 11,415

      （貸出金残高に占める比率） ( 0.33％ ) ( △ 0.26％ ) ( 0.59％ )

　  延滞債権額                52,146 △ 5,217 57,364

      （貸出金残高に占める比率） ( 2.66％ ) ( △ 0.32％ ) ( 2.98％ )

    ３ヵ月以上延滞債権額      678  387 291

      （貸出金残高に占める比率） ( 0.03％ ) (  0.02％ ) ( 0.01％ )

    貸出条件緩和債権額        19,255 △ 3,291 22,547

      （貸出金残高に占める比率） ( 0.98％ ) ( △ 0.19％ ) ( 1.17％ )

   合計　 　  (A)=①+②+③+④ 78,575 △ 13,042 91,618

      （貸出金残高に占める比率） ( 4.01％ ) ( △ 0.76％ ) ( 4.77％ )

      上記債権額に係る

　    個別貸倒引当金残高    　 16,685 △ 1,066 17,751

　    担保等保全額 　　 　　　 39,212 △ 11,878 51,090

      一般貸倒引当金残高      3,521 △ 166 3,687

   合計　　     　(B)=⑤+⑥+⑦ 59,418 △ 13,111 72,529

   保 全 率             (B)／(A)         75.61% △ 3.55% 79.16%

《連結》 （単位：百万円）

　　破綻先債権額              6,531 △ 4,895 11,426

      （貸出金残高に占める比率） ( 0.33％ ) ( △ 0.26％ ) ( 0.59％ )

　  延滞債権額                52,267 △ 5,251 57,518

      （貸出金残高に占める比率） ( 2.67％ ) ( △ 0.32％ ) ( 2.99％ )

    ３ヵ月以上延滞債権額      745  388 356

      （貸出金残高に占める比率） ( 0.03％ ) (  0.02％ ) ( 0.01％ )

    貸出条件緩和債権額        19,255 △ 3,291 22,547

      （貸出金残高に占める比率） ( 0.98％ ) ( △ 0.19％ ) ( 1.17％ )

   合計　 　  (A)=①+②+③+④ 78,800 △ 13,049 91,849

      （貸出金残高に占める比率） ( 4.03％ ) ( △ 0.75％ ) ( 4.78％ )

     上記債権額に係る

　    個別貸倒引当金残高    　 16,843 △ 1,008 17,851

　    担保等保全額 　　 　　　 39,206 △ 11,943 51,149

      一般貸倒引当金残高      3,537 △ 163 3,700

   合計　　     　(B)=⑤+⑥+⑦ 59,586 △ 13,115 72,702

   保 全 率               (B)／(A) 75.61% △ 3.54% 79.15%

平成18年３月末 平成17年３月末平成17年３月末比

平成17年３月末平成18年３月末 平成17年３月末比

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
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株式会社 京葉銀行

２．貸倒引当金等の状況

《単体》 （単位：百万円）

貸倒引当金 26,611 △ 583 27,195

一般貸倒引当金 9,796  486 9,310

個別貸倒引当金 16,815 △ 1,070 17,885

特定海外債権引当勘定 -  - -

《連結》 （単位：百万円）

貸倒引当金 26,873 △ 570 27,443

一般貸倒引当金 9,881  456 9,425

個別貸倒引当金 16,991 △ 1,026 18,018

特定海外債権引当勘定 -  - -

平成18年３月末 平成17年３月末
平成17年３月末比

平成18年３月末
平成17年３月末比

平成17年３月末
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株式会社 京葉銀行

３．金融再生法開示債権及び保全等の状況

《単体》 （単位：百万円）

21,293 △ 8,425 29,719

        （総与信残高に占める比率) ( 1.07%) ( △　0.45%) ( 1.52%)

　  危険債権 37,639 △ 1,821 39,460

        （総与信残高に占める比率) ( 1.89%) ( △　0.12%) ( 2.01%)

    要管理債権 19,934 △ 2,904 22,838

        （総与信残高に占める比率) ( 1.00%) ( △  0.16%) ( 1.16%)

           〈 うち３ヵ月以上延滞 〉 〈 678〉 〈 387〉 〈 291〉

           〈 うち条件緩和債権 〉 〈 19,255〉 〈   △  3,291　〉 〈 22,547〉

   合計　 　   (A) = ①＋②＋③ 78,867 △ 13,151 92,018

        （総与信残高に占める比率) ( 3.97%) (   △   0.73%　) ( 4.70%)

      上記債権額に係る

       個別貸倒引当金 16,722 △ 1,061 17,784

       担保等保全額 39,460 △ 11,989 51,449

       一般貸倒引当金 3,521 △ 166 3,687

   合計　　    (B) = ④＋⑤＋⑥ 59,703 △ 13,217 72,921

75.70% △ 3.54% 79.24%

《  参 考  》

   総     与     信     残     高1,985,804 31,059 1,954,745

平成18年３月末 平成17年３月末
平成17年３月末比

①

②

③

④

⑥

⑤

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

保全率                  (B)／(A)
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株式会社  京葉銀行

４.自己査定・金融再生法開示基準・リスク管理債権情報開示基準の関係

≪単体≫平成18年３月期

（単位：百万円）

貸出条件緩和債権

（注）要管理債権は貸出金のみ

206,979

1,698,465

1,985,804

37,63937,639

小計

要管理債権

19,934

1,877,666

78,575

21,293

21,092
6,562

14,731

1,956,2421,985,804

1,906,937

78,867

正常債権

合計 合計

678

19,255

78,575

6,494

14,597

678

19,255

合計小計

リスク管理債権
（対象：貸出金）

破綻先債権

延滞債権

3カ月以上延滞債権

6,494

52,146危険債権

うち貸出金

正常先

合計

破綻懸念先

要注意先

要管理先

要管理先以外の
要注意先

21,427

228,406

自己査定における
債務者区分

（対象：総与信額）

破綻先

実質破綻先

金融再生法に基づく開示債権
（対象：総与信）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

37,548
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株式会社 京葉銀行

５．業種別貸出状況等

①業種別貸出金《単体》
（単位：百万円）

平成17年３月末比

 貸     出     金     合     計 1,956,242  35,761 1,920,481

製造業 70,102  1,405 68,697

農業 3,434 △ 249 3,684

林業 1  1 -

漁業 404 △ 21 426

鉱業 7,369 △ 4,086 11,455

建設業 117,577  923 116,653

電気・ガス・熱供給・水道業 4,606 △ 3,477 8,084

情報通信業 2,187 △ 99 2,287

運輸業 36,693 △ 862 37,556

卸売・小売業 163,854  2,475 161,378

金融・保険業 35,945 △ 1,365 37,311

不動産業 111,863  13,310 98,553

不動産賃貸業 226,653  241 226,412

各種サービス業 270,657  10,121 260,535

国・地方公共団体 158,275  4,437 153,837

その他（個人） 746,612  13,006 733,605

②消費者ローン残高《単体》

（単位：百万円、%）

消費者ローン 696,491 18,407 678,084

（総貸出に占める割合） (35.60) (0.30) (35.30)

住宅ローン 622,457 28,818 593,638

（総貸出に占める割合） (31.81) (0.90) (30.91)

その他ローン 74,034 △ 10,411 84,445

（総貸出に占める割合） (3.78) (△0.61) (4.39)

③中小企業等に対する貸出金《単体》

（単位：百万円、%）

残高 1,658,905 32,872 1,626,032

（総貸出に占める割合） (84.80) (0.14) (84.66)

平成17年３月末
平成17年３月末比

平成17年３月末比

平成18年３月末

平成18年３月末

平成17年３月末

平成17年３月末

平成18年３月末
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株式会社 京葉銀行

６．預金・貸出金の残高《単体》

（単位：百万円）

2,667,700 37,162 2,630,538

個 人 預 金 2,217,993 21,621 2,196,372

2,650,321 36,026 2,614,295

個 人 預 金 2,209,758 33,459 2,176,298

1,956,242 35,761 1,920,481

1,968,251 11,060 1,957,191

７．個人預かり資産《単体》

（単位：百万円）

291,677 124,133 167,543

公 共 債 145,177 29,685 115,491

投 資 信 託 104,905 65,836 39,069

個 人 年 金 保 険 41,594 28,611 12,983

貸 出 金 （ 平 残 ）

個 人 預 か り 資 産

預 金 （ 末 残 ）

預 金 （ 平 残 ）

貸 出 金 （ 末 残 ）

平成18年３月末 平成17年３月末

平成18年３月末 平成17年３月末
平成17年３月末比

平成17年３月末比
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株式会社 京葉銀行

Ⅲ.「地域密着型金融推進計画」に関する対応状況の概要について

　地域密着型金融のさらなる推進を目指し、策定しました当行の「地域密着型金融推進計画」（計画

期間：平成１７年度及び１８年度の２年間）に関する平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日

までの主な取組み事項は、以下のとおりであります。

１．事業再生・中小企業金融の円滑化

①本部に地域の企業との新たなお取引を開拓する担当を配置し、各営業店と連携してお取引を進める

　態勢を整備するとともに、審査態勢を高度化し、融資業務の効率化を目指して開発した「総合融資

　支援システム」の平成１７年８月からの本稼働により、お取引先の資金申込みに対するタイムリー

　な資金供給態勢を整備・強化しました。こうした取組みにより、平成１７年度については、新たに

　２，２９４先の法人のお取引先との融資取引を開始しました。

②これまで蓄積してまいりましたノウハウを活かし、Ｍ＆Ａ等の経営支援業務を行うなど、地域活性

　化への取組みをさらに強化するため、平成１７年４月に組織改定を行い、「企業経営相談室」を

　「融資第一部」より独立させました。

③融資のお取引のある１５，５８８先の中から企業再生の専担部署である企業経営相談室が「経営改

　善支援」の対象としておりますお取引先４０９先について、営業店と連携して企業再生に向けた諸

　施策を実施し、５９先について債務者区分の上位遷移を実現しました。

④当行を含む千葉県内の１１の金融機関は、金融面での中小企業の再生支援の強化を目的に中小企業

　基盤整備機構等との共同出資による地域特化型企業再生ファンドの「千葉中小企業再生ファンド」

　を設立しました。

⑤総合融資支援システムの稼働による各種融資データの統合、システム化を進め、保証人不要の融資

　商品「無保証人融資制度」の取扱いを平成１７年１０月より開始したほか、同年１１月には「財務

　制限条項付融資制度」の取扱いを開始するなど、担保・保証に過度に依存しない形態の融資商品を

　拡充しました。また、新たに「責任財産限定型ローン」、動産担保・債権譲渡担保融資の導入に向

　けた具体的検討を行うなど、中小企業の資金調達手法の多様化に積極的に取組んでおります。

⑥お客様への説明態勢につきましては、行内諸規定を徹底するため、研修の実施をはじめ行内関連部

　署との情報交換を行うなど態勢をさらに強化しました。今後とも、お客様に対する説明責任を十分

　に果たすよう活動してまいります。

⑦人材の育成につきましては、平成１７年１０月より導入したインターネットを利用した行内研修シ

　ステム「ｅ－ラーニング講座」の実施を含む行内外の研修の実施・参加、審査トレーニー制度によ

　る人材教育、企業再生や経営支援に関して企業経営相談室のスタッフの支店訪問による直接指導な

　どを実施しました。
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株式会社 京葉銀行

２．経営力の強化

①偽造キャッシュカード犯罪防止等への取組み、お客様情報の漏洩防止を図る厳格な情報管理、適切

　な自己査定及び償却・引当の実施、信用リスク、市場リスク等各種リスクの特性に応じた適切なリ

　スク管理を行っております。

②偽造キャッシュカード犯罪防止等への取組みとしまして、平成１８年１月より「振込め詐欺の被害

　拡大防止」のため、ＡＴＭ利用限度額を引下げております。

③お客様情報の漏えい防止のための厳格な情報管理への取組みとして、お客様情報をはじめ各種経営

　情報等を記した帳票の大半を段階的に紙から電子データでの管理・閲覧へと移行させていくため、

　電子帳票システムの導入を開始しました。また、スパイウエア、フィッシング詐欺対策について、

　当行のホームページを利用されるすべてのお客様が無料でセキュリティソフトをご利用できるよう

　になっております。

④データベース・マーケティングを活用し、お客様の利便性を考慮したＡＴＭの効果的な配置を行う

　とともに、新型５年固定の個人向け国債のＡＴＭでの販売開始等機能の拡充、指静脈認証システム

　を利用した貸金庫を成田西支店（平成１７年６月）、新習志野支店（平成１７年７月）、ユーカリ

　が丘支店（平成１７年１０月）、松ヶ丘支店・蘇我支店（平成１８年３月）の５ヵ店で導入するな

　ど効果的なＩＴ投資を積極的に進めました。

３．地域の利用者の利便性向上

①平成１７年７月、地域への貢献に関する開示項目を充実させております平成１７年３月期ディスク

　ロージャー誌を１０，０００部、ミニ・ディスクロージャー誌を５２，８００部、また、平成１７

　年９月期中間ディスクロージャー誌を５２，０００部発刊しました。これらと同様の内容は、ホー

　ムページでご覧いただけます。今後も地域貢献に関する情報開示等につきましては、お客様の意見

　を広く取り入れ、より分かりやすい内容説明を心がけ、ディスクロージャー誌、ホームページ等に

　より開示してまいります。

②地域再生推進のための各種施策との連携等への取組みとしまして、国際的なキャンパスタウンを目

　指しているつくばエクスプレス柏の葉キャンパスタウン駅周辺の街づくりにおいて、当行を中心と

　する企業グループは「柏の葉国際学術研究都市へのサスティナブル・エンジン」（＝持続的成長を

　可能とする推進機能）をコンセプトに、国際的に通用する居住や滞在、あるいは商業・研究・医療

　そして福祉・文化といった多機能を共生・融合させることにより、街としての奥行きを広げ、新た

　な都市文化や創造的な活動を育む土壌を培っていくという提案を行い、採用されました。

③お客様に信頼と利便性、高い満足度を提供する活力あふれる銀行を目指して、「総合的資産運用提

　案型」のビジネスモデルを推進し、住宅取得相談、資産運用相談、年金相談に加え、個人のお客様

　に対する生活支援への取組みとして返済相談等を行っております。さらに、平成１８年１月からは、

　遺言信託業務を開始し、お客様のライフステージに応じた資産運用相談を展開しております。引続

　きＣＳアンケートやお客様のご要望などに真摯に耳を傾け、声を経営に活かし、お客様満足度の向

　上に努めてまいります。
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株式会社 京葉銀行

４．数値目標に対する平成１７年４月から平成１８年３月までの実績

１７年度中目標 １７年度実績
１７年度
達成率

200件以上 100件以上 116件 116.0%

60社以上 20社以上 23社 115.0%

20回 10回 16回 160.0%

360先 160先 426先 266.2%

2％以上 － 2.6% －

10％以上 － 14.4% －

5先以上 － 6先 －

400億円以上 200億円以上 457億円 228.5%

75％以上 － 75.2% －

300人以上 － 343人 －

8万件以上 3万件以上 54,218件 180.7%

4万件以上 1万5千件以上 20,582件 137.2%

100回以上
（500人以上）

40回以上
（200人以上）

107回
（790人）

267.5%
395.0%

200件以上 100件以上 115件 115.0%

190回以上
（950人以上）

90回以上
（450人以上）

166回
（804人）

184.4%
178.6%

200名以上 100名以上
103名

（任命予定者）
103.0%

1,440回
100回
24回

720回程度
50回程度
12回程度

743回
68回
12回

103.1%
136.0%
100.0%

100回（10回）
以上

48回（4回）
以上

77回（4回）
160.4%

（100.0%）

2件以上
2件以上

２件以上 2件 100.0%

※なお、上記内容の詳細については、当行ホームページにおいて公表する予定であります。

　　　　京葉銀行ホームページアドレス　　 http://www.keiyobank.co.jp

　　以　上

⑱返済相談会開催（うち、休日相談会）

⑲ＰＦＩへの取組み
　　　　　　　　平成17年度
　　　　　　　　平成18年度

⑭県内住宅開発案件の獲得

⑮住宅業者説明会の開催

⑯資産運用相談員の任命

⑰年金相談会開催
　　　　　　　　平日相談会
　　　　　　　　休日相談会
　　　　　　　　休日セミナー

⑩金融個人情報保護オフィサー資格の取得者

⑪65歳以上先へのダイレクトメールの送付

⑫65歳以上先へのテレマーケティングの実施

⑬住宅取得者相談会の開催

⑥再生支援取組先数に対するランクアップ率

⑦中小企業再生支援協議会への案件持込み

⑧スコアリングを活用した無担保融資の実行

⑨金融コンプライアンス･オフィサー資格の取得率

②ベンチャー企業の営業店への紹介

③αＢＡＮＫビジネスクラブ主催セミナー開催

④ビジネスマッチング情報の提供

⑤債務者数に対する管理対象先抽出率

目　標　項　目
２年間の計画期
間中の数値目標

平成１７年４月～１８年３月

①創業・新事業支援関連融資の取組み
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株式会社 京葉銀行

Ⅳ．その他

１．連結自己資本について （単位：百万円）

自己資本中の

ＴｉｅｒⅠ ＴｉｅｒⅡ 繰延税金資産

2004年３月期 1,357,642128,755 115,130 13,726 43,888 9.48%

2005年３月期 1,340,801139,415 125,879 13,637 31,809 10.39%

2006年３月期 1,346,604150,431 136,762 13,770 25,675 11.17%

２．業務純益について （単位：百万円）

業務純益

含：債券損益 除：債券損益 (一般貸引繰入後)

2005（平成17）年３月期 25,963 25,870 29,021

2006（平成18）年３月期 26,115 26,112 25,629

2007（平成19）年３月期予想 27,000

06年９月中間期 13,000

３．不良債権について

（１）処理損失

   ａ．単体 （単位：百万円）

①一般貸倒引当金 ②不良債権処理額 総与信費用

純繰入額 （銀行勘定） ①＋②

2005（平成17）年３月期 △ 3,057 8,855 5,797

2006（平成18）年３月期 486 6,937 7,423

05年９月中間期 917 6,446 7,364

2007（平成19）年３月期予想 3,500

06年９月中間期 1,700

 ②＝個別貸倒引当金純繰入額、貸出金償却、債権売却損など臨時損益段階の合計

   ｂ．連結 （単位：百万円）

①一般貸倒引当金 ②不良債権処理額 総与信費用

純繰入額 （銀行勘定） ①＋②

2005（平成17）年３月期 △ 3,079 9,217 6,138

2006（平成18）年３月期 456 7,419 7,875

05年９月中間期 892 6,690 7,582

2007（平成19）年３月期予想 3,500

06年９月中間期 1,700

 ②＝個別貸倒引当金純繰入額、貸出金償却、債権売却損など臨時損益段階の合計

リスクアセット 自己資本 自己資本比率

一般貸引繰入前
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株式会社 京葉銀行

（２）残高について 《単体》 （単位：億円）

破綻懸念先以下

①＋②

2005年３月末 297 394 691 2,261 2,952

2005年９月末 220 431 652 2,340 2,993

2006年３月末 212 376 589 2,284 2,873

2005年３月末 228 920

2005年９月末 207 859

2006年３月末 199 788

（３）最終処理と新規発生 《単体》

   ａ．残高について （単位：百万円）

破産更生債権 危険債権 合  計

2005（平成17）年３月末 29,719 39,460 69,179

2006（平成18）年３月末 21,293 37,639 58,932

05/03→06/03増減 △  8,425△  1,821△ 10,246

内訳 新規増加 2,971 15,849 18,821

オフバランス化 △ 13,040△ 16,027△ 29,068

区分間の移動 1,642△  1,642 -

   b．オフバランス化の内訳 （単位：百万円）

回収・返済 業況改善

5,697 23,371 13,417 9,954 29,068

その他 合計

①＋②＋④計

2006（平成18）年３月期実績

自   己   査   定

②破綻懸念先 ③要注意先債権 ①＋②＋③計
①破綻・
実質破綻先

金融再生法基準
④要管理債権

直接償却
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株式会社 京葉銀行

（４）債務者区分ごとの引当額と引当率 《単体》   (部分直接償却前) （単位：百万円）

引当率（％） 金  額 引当率（％） 金  額

①実質破綻・破綻先債権 100.00% 54,237 100.00% 77,498

②破綻懸念先債権 65.55% 11,436 65.95% 13,689

③要管理先債権 16.43% 3,521 17.33% 3,922

④その他要注意先債権 1.46% 3,026 1.63% 3,463

⑤正常先債権 0.21% 3,249 0.18% 2,842

   注）上記③、④、⑤に対する引当率は、債権額全体に対する引当率であります。

（５）不良債権比率（2007年３月期は目標。金融再生法基準）

平成16年９月 平成17年３月 平成17年９月 平成18年３月 平成19年３月

(2004/09)(2005/03)(2005/09)(2006/03)(2007/03)

単体ベース 5.61% 4.70% 4.38% 3.97% 3%台

４．貸出について 《単体》

  業種別貸出残高

（単位：億円）

総貸出残高 3カ月以上延滞先 貸出条件緩和先 延滞先 破綻先

2005年３月末 1,613　　　　　　　- 39 54 17

2006年３月末 1,638　　　　　　　0 22 73 6

2005年３月末 1,166　　　　　　　0 7 52 2

2006年３月末 1,175　　　　　　　- 9 48 1

2005年３月末 3,249　　　　　　　- 48 153 20

2006年３月末 3,385　　　　　　　2 31 138 16

2005年３月末 349　　　　　　　- - - -

2006年３月末 313　　　　　　　- - - -

不動産

その他金融

無担保部分に対する引当

卸・小売

建設

無担保部分に対する引当

2005（平成17）年９月末2006（平成18）年３月末

リ ス ク 管 理 債 権 ベ ー ス
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